東京都民間住宅活用モデル事業

（空き家活用モデル事業）

【国補助併用型】　　


東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）

【国補助併用型】

様　式　集

平成26年６月

東京都都市整備局

提出書類作成に当たっての注意

１　各様式は、Ａ４版縦で作成してください。

２　様式１の左上の「決定番号」は空欄で提出してください。

３　各書類の提出部数は、以下のとおりです。
· 応募書類等　　　：１部（添付書類　１部）
· 完了実績報告書等：１部（添付書類　１部）
· 請求書等　　　　：１部（添付書類　１部）
· 入居者決定　　　：１部（添付書類　１部）
４　使用する文字の大きさは、原則として９ポイント以上としてください。図中の文字についてはこの限りありませんが、文字が十分に読み取れる程度としてください。

５　様式中の枠線、行間隔等については、適宜変更してください。

６　使用する言語は日本語とし、計量法（平成４年法律第51号）に定める単位を使用してください。

□応募書類等
	様　式
	書　面
	備　考

	様式１
	応募・交付申請書
	

	様式２
	誓約書
	

	様式３－１
	要件確認《木造住宅密集地域内の従前居住者の移転先》
	

	様式３－２
	要件確認《共同居住（グループリビング）用》
	

	様式３－３
	要件確認《多世代同居・子育て世帯向け用》
	

	様式４
	補助申請額の算定
	

	様式５
	添付書類一覧
	

	様式６
	入居者名簿
	添付書類あり

	様式７－１
	提案書《木造住宅密集地域内の従前居住者の移転先》
	

	様式７－２
	提案書《共同居住（グループリビング）用》
	


□完了実績報告書等
	様　式
	書　面
	備　考

	様式８
	完了実績報告書
	

	様式９
	添付書類一覧
	


□請求書等
	様　式
	書　面
	備　考

	様式１０
	補助金交付請求書
	

	－
	口座振替依頼書
	別途配付


□入居者決定　（完了実績報告を入居者決定の前に行った場合）
	様　式
	書　面
	備　考

	様式１１
	入居者決定通知書
	


□管理状況報告（事業完了から10年間提出）

	様　式
	書　面
	備　考

	様式１２
	管理状況報告書
	


様式１

	決定番号（都で記載）
	


平成　年　月　日

東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）

応募・交付申請書

東京都知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○申請者（改修工事を発注する者）の概要

	住所又は所在地
	

	氏名又は
法人名及び代表者名
	印　

	連絡先（電話番号）
	


　　※印については、国事業の応募・申請書と同じ印鑑を押印してください。
○連絡先（申請者と異なる場合のみ記載してください。）
	住所又は所在地
	

	氏名又は
法人名及び担当者名
	

	連絡先（電話番号）
	


○補助の対象となる住宅
	補助の対象となる

住宅
	· 木造住宅密集地域内の従前居住者の移転先

· 共同居住（グループリビング）用

· 多世代同居・子育て世帯向け用

※該当する□に(を入れてください。（以下、同様にお願いします。）


○補助申請額

	補助申請額
	　　　　　　　　　　　　千円

（対象空き家住戸数　　　戸）


　※様式４のＨ欄及びＡ欄の数値を記入してください。
○民間住宅活用型住宅セーフティネット整備推進事業（国事業）交付決定
	国事業の交付決定
	平成　年　月　日　　　決定額　　　　　　　円


様式２

	

	
平成　年　月　日　日

誓約書



	
	東京都知事　殿
東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）への応募・申請にあたり、以下について誓約いたします。

・事業者募集要項第２の８（２）「応募者の制限」に該当していないこと

・事業者募集要項に記載された事項を遵守すること

・申請した内容を遵守すること

・申請した内容に虚偽がないこと

・改修工事の実施に当たっては、建築基準法その他の関係法令を遵守すること

	

	
	氏名又は
法人名及び代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
	

	
	住所または所在地
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	連絡先（電話番号）
	　　
	

	


代表者氏名は、法人の場合は代表権のある役員としてください。

応募・交付申請書と同じ印鑑を押印してください。
様式３－１
要件確認
《木造住宅密集地域内の従前居住者の移転先》
	入居者

	入居者の属性
（複数選択　可）
	· 高齢者世帯
· 障がい者等世帯
· 子育て世帯
· 月額所得が214,000円を超えない者
· 被災者世帯
· 未定

	入居者が現在居住している地域等

	地域等

	· 整備地域（地域名：　　　　　　　　　　　　　　　　）　
· 木造住宅密集地域整備事業
（事業地区名：　　　　　　　　　　　　　　）

	関連事業
	· 木造住宅密集地域整備事業

· 都市防災不燃化促進事業

· 防災生活圏促進事業

· 住宅市街地総合整備事業

· 延焼遮断帯形成事業

· 住宅地区改良事業

· 都市防災総合推進事業

· 沿道一体整備事業

· 市街地再開発事業

· 街路事業

· 連続立体交差事業

· 公園整備事業

· 河川整備事業

· 防災街区整備事業

· 土地区画整理事業

· その他関連する事業（　　　　　　　　　　　　　　　）

	事業の施行主体
	· 東京都

· 区市　（　　　　　区・市）

· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	近傍同種の住宅の家賃※　

	近傍同種の住宅の家賃（円）　※
	　　　　　　　　　　　　　　　円


· 公営住宅法第16条及び公営住宅法施行令第３条の例により算定した額

⇒【近傍同種の住宅の家賃　計算シート】により算出してください。
様式３－２
要件確認
《共同居住（グループリビング）用》
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	全体

	世帯数及び入居者数
	世帯　　　　　　人

	入居者
	· 高齢者世帯
· 障がい者等世帯
· 子育て世帯
· 月額所得が

214,000円を超えない者
· 被災者世帯
· 未定
	世帯　　　　　人

世帯　　　　　人

世帯　　　　　人

世帯　　　　　人

世帯　　　　　人

世帯　　　　　人

	床面積
	㎡

	各世帯の専用する居室

	居室数
	
	　　　　　　　室

	各居室面積


	
	（　　　）　　　　㎡　（　　　）　　　㎡

（　　　）　　　　㎡　（　　　）　　　㎡

（　　　）　　　　㎡　（　　　）　　　㎡

	居室に備えるもの
	部屋番号

（　　）（　　）
	部屋番号

（　　）（　　）
	部屋番号
（　　）（　　）

	
	· 台所

· 水洗便所

· 収納設備

· 洗面設備

· 浴室
· その他
	· 台所

· 水洗便所

· 収納設備

· 洗面設備

· 浴室

· その他
	· 台所

· 水洗便所

· 収納設備

· 洗面設備

· 浴室

· その他

	プライバシー確保の方法
	· 各戸に鍵を設置

· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	共同で利用するための居室等

	コミュニケーションを図るために共同で利用する居室
	· 居間

· 食堂

· その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	共同で利用する
部分
	· 居間　　　　　　□　収納設備
· 食堂　　　　　　□　洗面設備
· 台所　　　　　　□　浴室
· 水洗便所　　　　□　その他（具体的に：　　　　　　　　　　）


※必要に応じて追加してください。

様式３－３
要件確認
《多世代同居・子育て世帯向け用》
	住宅の概要

	床面積
	㎡
	間取り
	

	近傍同種の住宅の家賃※　

	近傍同種の住宅の家賃（円）　※
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	戸建て住宅であることが確認できる写真（２枚）

	２方向から撮影されたもの　　　　　　　　　　　　撮影日：平成　　年　　月　　日


· 公営住宅法第16条及び公営住宅法施行令第３条の例により算定した額

⇒【近傍同種の住宅の家賃　計算シート】により算出してください。

様式４
補助申請額の算定
	住宅及び空き家の戸数

	総戸数
	　　　　　　　　戸

	Ａ　空き家戸数
	　　　　　　　　戸


	上限金額の算定

	Ｂ　基本上限金額（戸当たり）
	１００万円

	Ｃ　追加分

（該当する場合は(を入れてください。）
	· 耐震改修工事を実施の場合　　　　　　＋１０万円
· 共同居住（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘﾋﾞﾝｸﾞ）の場合　　　＋２０万円

	Ｄ　合計（Ｂ＋Ｃ）　
	　　　　　　　　　　万円


	補助対象費用の算定（税抜き金額）

	Ｅ　補助対象工事費（全体）
	　　　　　　　　　　千円
	国事業
補助対象工事費（全体）

	Ｆ　Ｅ×１／３
	　　　　　　　　　　千円
	千円未満切り捨て

	Ｇ　Ａ×Ｄ
	　　　　　　　　　　千円
	

	Ｈ　補助申請額　
	　　　　　　　　　　千円
	ＦとＧの金額のうち、低い方を記入


様式５
添付書類一覧
添付する書類の□に(のうえ、添付してください。

	添付書類

	国事業申請関係


	· 申請書一式（写し）
※共同居住（グループリビング）に活用する場合は、平面図又は間取り図等及び「共同居住（グループリビング）に関する誓約書」を含む
· 交付決定通知書（写し）

	証明関係


	· 改修工事を行う空き家の固定資産税の納税証明書

（直近一年分）

· （法人・個人）住民税の納税証明書（直近一年分）

※住民税が非課税の場合

· 住民税（非）課税証明書

	その他

　（要件確認等に必要となる図面等）
	□（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


様式６
入居者名簿

	入居者氏名
	現住所
	住宅確保

要配慮者

（①～⑤）※１
	入居決定

予定の別
	備　考
(部屋番号等)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※１　住宅確保要配慮者については、以下の番号を記載してください。　

　①高齢者世帯　②障がい者等世帯　③子育て世帯　④月額所得が214,000円を越えない者　⑤被災者世帯
※２　入居者ごとに世帯全員の住民票の写し、障害者手帳の写し、住民税（非）課税証明書等、住宅確保要配慮者であることを証する書面を添付してください。

※３　多世代同居・子育て世帯向けの場合、提出は不要です。

様式７－１

提案書

《木造住宅密集地域内の従前居住者の移転先》
	１　改修工事後の入居者について

	（１）入居者の状況
　　　□決定　　　□予定　　　□未定

	（２）入居者の確保に向けた取組みについて（具体的に記載してください。）
木造住宅密集地域内の従前居住者の移転先として活用するため、入居者の確保に向け、どのような取組みを行った、又は行う予定ですか。
（３）入居者（木造住宅密集地域内の従前居住者）が協力する事業の具体的な内容はどのようなものですか。



様式７－１
	２　事業の特徴について

	事業の特徴としてどのようなものがありますか（具体的に記載）。


様式７－２
提案書

《共同居住（グループリビング）用》
	１　改修工事後の入居者について

	（1） 入居者の状況
· 一部世帯または全世帯　決定（世帯数）　　

· 高齢者世帯　　（　　　　世帯）

· 障がい者等世帯（　　　　世帯）

· 子育て世帯　　（　　　　世帯）

· 低所得者世帯　（　　　　世帯）

· 被災者世帯　　（　　　　世帯）

· 一部または全世帯　予定（世帯数）　

· 高齢者世帯　　（　　　　世帯）

· 障がい者等世帯（　　　　世帯）

· 子育て世帯　　（　　　　世帯）

· 低所得者世帯　（　　　　世帯）

· 被災者世帯　　（　　　　世帯）

· 未定　　　　　　　　　　（　　　　世帯）

	（２）入居者の確保に向けた取組みについて（具体的に記載のこと）
入居者決定（予定を含む）のために、どのような取組みを行いましたか。また、最初の入居者が退去した後も共同居住（グループリビング）用として活用するためにどのような取組みを行う予定ですか。
　

・


様式７－２
	２　事業の内容について

	（１）事業の特徴としてどのようなものがありますか（具体的に記載）。


様式７－２
	（２）入居者の生活環境の変化等により、各世帯が協力して生活することが困難となった場合、どのように対応しますか。

	（３）周辺コミュニティ（自治会、町内会等）との協力関係の構築にどのように関与しますか。


様式８
	決定番号
	


平成　年　月　日

東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）

完了実績報告書

東京都知事　殿

　東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）に係る改修工事につきまして、完了しましたので報告します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○申請者（改修工事を発注する者）の概要

	住所又は所在地
	

	氏名又は

法人名及び代表者名
	印　　

	連絡先（電話番号）
	


　　※印については、応募・申請書と同じ印鑑を押印してください。

○連絡先（申請者と異なる場合のみ記載してください。）

	住所又は所在地
	

	氏名又は

法人名及び担当者名
	

	連絡先（電話番号）
	


○補助申請額

	補助申請額
	　　　　　　　　　　　　千円

（対象空き家住戸数　　　戸）


○民間住宅活用型住宅セーフティネット整備推進事業（国事業）への報告状況

	国事業への報告状況
	· 完了実績報告済み　　　　　　　（平成　年　月　日　申請）

· 補助金額の確定通知書受領済み　（平成　年　月　日　受領）


様式９

添付書類一覧

添付する書類の□に(のうえ、添付してください。
	国への報告書類関係
	· 国への完了実績報告書類（写し）一式

· 補助金額の確定通知書（写し）


様式１０
平成　　年　　月　　日

東京都知事　殿

請求者
住所

氏名　　　　　　　　　　　　　印

補助金交付請求書

　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円也

ただし、平成　　年　　月　　日付　　都市住政第　　　号により補助金の額の確定を受けた東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）の補助金として、上記金額を請求します。

様式１１
	決定番号
	


平成　年　月　日

東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）

入居者決定通知書

　入居者が下記のとおり決定しましたので報告します。

　

○報告者（申請者）

	住所又は所在地
	

	氏名又は

法人名及び代表者名
	印　　

	連絡先（電話番号）
	


○対象住宅

	対象住宅の名称

又は住所
	

	部屋番号
	


○賃貸借契約等

	募集した家賃（月額）
	　　　　　　　　　　　　　　円（管理費および共益費を除く）

	契約した家賃（月額）

※入居者決定している場合　
	　　　　　　　　　　　　　　円（管理費および共益費を除く）

	添付書類
	· 国事業の入居者決定等通知書（写し）
· 賃貸借契約書（写し）


· 入居者決定前に完了実績報告を提出した場合、国事業の入居者決定等通知書の提出と併せて本様式の提出が必要です。
様式１２
	決定番号
	


平成　年　月　日

東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）

管理状況報告書

　東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）の管理状況について、下記のとおり報告します。

　
○事業者

	住所又は所在地
	

	氏名又は

法人名及び代表者名
	印　　

	連絡先（電話番号）
	


○対象住宅

	対象住宅の名称

又は住所
	


○本年3月1日現在の入居の状況（共同居住（グループリビング）用以外の場合）
	入居の状況
	· 入居中

· 入居者募集中

	入居中の場合
	賃貸契約
締結日
	平成　　年　　月　　日

	
	入居者の属性

（①～⑥）※１
	

	
	契約した家賃（月額）
	　　　　　　　　　　　　　円（管理費および共益費を除く）

	募集中の場合
	募集家賃
（月額）
	　　　　　　　　　　　　　円（管理費および共益費を除く）

	
	添付書類
	· 入居者募集広告の写し

※住宅確保要配慮者を拒まないことがわかるもの。


※１　①高齢者世帯　②障がい者等世帯　③子育て世帯　④月額所得が214,000円

を越えない者　⑤被災者世帯　⑥住宅確保要配慮者以外

様式１２
○本年3月1日現在の入居の状況（共同居住（グループリビング）用の場合）
	部屋番号
	入居の状況
	入居者の属性

（①～⑥）※２
	（1 賃貸契約
締結日
	契約した家賃
（月額）※３

	
	□入居中
□入居者募集中
	
	平成　　年　月　　日
	円

	
	□入居中

□入居者募集中
	
	平成　　年　月　　日
	円

	
	□入居中

□入居者募集中
	
	平成　　年　月　　日
	円

	
	□入居中

□入居者募集中
	
	平成　　年　月　　日
	円

	
	□入居中

□入居者募集中
	
	平成　　年　月　　日
	円

	
	□入居中

□入居者募集中
	
	平成　　年　月　　日
	円

	
	□入居中

□入居者募集中
	
	平成　　年　月　　日
	円

	
	□入居中

□入居者募集中
	
	平成　　年　月　　日
	円


※２　①高齢者世帯　②障がい者等世帯　③子育て世帯　④月額所得が214,000円
を越えない者　⑤被災者世帯　⑥住宅確保要配慮者以外
※３　管理費および共益費を除く金額
本報告書は、事業完了から10年間、毎年３月末までに提出してください。

対象住宅（住棟）ごとに記載のこと





共同居住単位ごとに記載のこと





※(　)は部屋番号を記載





対象住宅（住棟）ごとに記載のこと
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